
□ 信州少人数教育推進事業 〔義務教育課〕 43億6560万円
[ 44億7780万円]

○ 30人規模学級編制

　学級平均児童生徒数が35人を超える学年に教員を配置

○ 学習習慣形成支援

○ 少人数学習集団編成

○ 不登校等児童生徒支援

　不登校支援等の課題対応に必要な教員を学校や市町村からの提案により配置

□ 授業改善推進プロジェクト事業 〔教学指導課〕 175万円

○ 信州型ユニバーサルデザイン構築事業

○ 信州教育の学びの基盤づくり推進事業

□ 高校改革事業 〔教育政策課、高校教育課〕 1098万8千円
[ 274万9千円]

○ 高校改革推進参与の設置

○ 高校改革実施方針の策定

□ 高等学校再編施設整備事業 〔高校教育課〕 2億461万2千円
[ 14億4033万1千円]

大町岳陽高校体育館整備

□ 高等学校施設整備事業 〔高校教育課〕 2億7829万円
[ 4億4911万9千円]

老朽校舎等　４校

　複数教員による支援・指導（ティーム・ティーチング）のため、平均児童数が30人を
超える学年の学級数に応じ教員を配置

　習熟の程度に差が生じやすい教科で、30人以下の学習集団が編成できるよう教員
を配置

　 新学習指導要領がめざす「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けて、すべての学
校が授業改善に取り組む仕組みの構築等を推進します。

 　新学習指導要領への移行を見据えた授業改善を推進するため、授業づくりの基本
として大事にしたい内容を「信州型ユニバーサルデザイン」として構築し、各学校へ普
及

　社会の変化が大きいこれからの時代には、「新たな社会を創造する力」を育む高校づく
りがより重要になり、また、少子化の進行により、これまでの学びの維持が困難になること
から、県立高校における課題解決型の探究的な学びの導入等の｢新たな学びの推進｣と
「再編整備計画」に一体的に取り組む高校改革を進めます。

 　指導主事が現場の教員とともに授業をつくり、新学習指導要領の趣旨に沿った実
践の具体を周知・徹底

　第１期高等学校再編計画に基づく施設整備等を行い、教育環境の向上を推進します。

平成30年度当初予算　主要事業

事　　　業　　　内　　　容
予　算　額

[29年度予算額]

　30人規模学級編制等に必要な教員配置を行うことにより、児童生徒一人ひとりに応じ
たきめ細かな指導を行い、学習習慣・生活習慣の確立と基礎学力の定着を図ります。

　高等学校の老朽化した校舎や体育施設などの改修及び改築を計画的に実施し、学習
環境の向上と安全性の確保を図ります。

確かな学力を伸ばす教育の充実

１ 未来を切り拓く学力の育成

「学び」の力で未来を拓き、夢を実現する人づくり

高校教育の充実

新



事　　　業　　　内　　　容
予　算　額

[29年度予算額]

□ 高等学校校舎等計画改修事業 〔高校教育課〕 8億6170万7千円

[ 8億4306万2千円]

洋式トイレの設置　50か所 、 空調設備の設置　パソコン教室11教室

□ 地方創生のモデルとなる新しい高校づくり推進事業 〔高校教育課〕 698万7千円
[ 558万1千円]

□ 学びと働きの連携人材育成モデル事業 〔高校教育課〕 3885万6千円
[ 9022万9千円]

□ カリキュラム編成支援事業 〔教学指導課〕 9888万1千円
[ 1億22万3千円]

○ 21世紀型学力の育成を図るカリキュラムの編成・実施　　66校

○ 「学び直し」に係るカリキュラムの編成・実施　　15校

□ 教育課程改善推進事業 〔教学指導課〕 609万5千円
[ 514万円]

○ 教育課程改善推進事業

・ 「高校における授業改善」の推進

○ 教育課程研究指定校事業

□ 高校アライアンス支援事業 〔教学指導課〕 400万円

□ みすずかる信濃の文化振興事業 〔教学指導課〕 2億6609万4千円
[ 9712万円]

○ 第42回全国高等学校総合文化祭（2018信州総文祭）開催事業

○ 大会生徒派遣事業

○ 高校生ウィーン派遣事業

　今後の変化の激しい社会に対応していくため、拠点となるモデル高校に「学校での学
び」と「地域での実践的な働き」が相乗的に営まれる学びのシステムを構築し、産業界が
求める人材の育成と地域の魅力を活かした活躍の場を創出することにより、個人の能力
を活かし、産業を支える人材の定着を図ります。

　施設の長寿命化を図るための校舎等の修繕を、計画的に進めます。また、要望の多い
トイレの洋式化と空調設備の整備を推進します。

　国際観光科を設置した白馬高校において、地域の観光資源を活かした魅力あるカリ
キュラムの実施や生徒の全国募集活動を行います。

　複数の高校による合同講座・合宿や大学生等との交流・意見交換等を支援します。

　第42回全国高等学校総合文化祭（2018信州総文祭）の開催等を通し、高校における
芸術文化活動のレベルアップと一層の活性化を図ります。

　授業改善リーディング校及び授業改善ワーキンググループにより、探究的な学びを
各教科で実現させるための授業研究を実施

　急速にグローバル化し変化する社会に求められる力としての「21世紀型学力」を育成
するとともに、学習の定着等に課題を抱える生徒に対応できるカリキュラムの編成を促進
します。

　全国大会・ブロック大会に出場する生徒の参加経費を補助

　芸術文化活動による全国的・国際的規模での交流を通じ、県内高校生の主体性・
多様性・協調性を育むため、2018年８月、全国高等学校総合文化祭を開催

　小諸高校音楽科生徒をウィーンに派遣し、現地の音楽学校学生との交流等を実施

　新学習指導要領に基づく教育課程編成及び実施に向けて、国の動向や全国の実践
例に関して情報収集するとともに、授業改善のための研究を実施します。

新

新



事　　　業　　　内　　　容
予　算　額

[29年度予算額]

□ ＩＣＴ環境整備事業 〔教学指導課〕 4億4354万3千円
[ 7859万1千円]

(拡） ○

(拡） ○ ＲＥＳＡＳ（リーサス）を活用した地方創生のための探究学習の実施

○

○ 「教育情報化リーディング校」での次世代の教育情報化に向けた実践研究

□ キャリア教育推進事業 〔教学指導課〕 3336万5千円
[ 3669万円]

○ キャリア教育ステップアップ事業

○ グローバルビジネス・インターンシップ

○ キャリア・チャレンジ・プログラム

○ スーパープロフェッショナルハイスクール（ＳＰＨ）指定校の運営

　指定校の運営支援と活動成果の県内高校への普及

□ 学びと働きの連携人材育成モデル事業（再掲） 〔高校教育課〕

□ 特別支援学校就労支援総合事業（後掲） 〔特別支援教育課〕

□ 「信州学」推進事業 〔教学指導課〕 679万5千円
[ 1289万9千円]

□ 自然教育・野外教育推進事業 〔教学指導課〕 58万3千円
　子どもたちの「たくましく生き抜く力」を育むため、長野県の豊かな自然を生かした自然
教育・野外教育を推進するプログラムの検討を行います。

　「次世代型の学び」を支援するシステム（スマート・テクノロジー学習支援システム）を
導入した実践研究を実施　10校

　平成23年11月に策定した「長野県キャリア教育ガイドライン」に基づく取組を検証す
るとともに、今後のキャリア教育について検討を行い、新たなガイドラインを策定

　自らが生まれ育った地域の文化・産業・自然などを理解し、ふるさとに誇りと愛着を持ち
大切にする心情を育むとともに、地域に根ざした探究的な学びである「信州学」を推進し
ます。

　海外進出企業等と連携した海外でのインターンシップと、年間にわたる事前・事後
研修を通して、協働力・課題解決力に必要な力を総合的に養成

次世代の教育情報化推進事業（教科「情報」研修テキスト開発）

探究学習のためのＩＣＴ機器整備事業

　次期学習指導要領や高大接続改革に対応するため、県立高校においてＩＣＴを活
用した効果的な学習を実施　25校

　地域、企業等からの専門家を講師として派遣し、探究的な学びやソーシャル・スキル
トレーニング等を実施

　 高校生が主体性をもって学び､課題発見･解決能力やコミュニケーション能力などこれ
からの社会で必要となる資質･能力を身に付けるため､電子黒板やタブレット型端末を導
入します｡また､｢主体的･対話的で深い学び｣の推進など次世代型の学習スタイルの実践
研究等により情報通信技術(ＩＣＴ)を活用した指導､授業改善と学力の育成を図ります。

　 ｢探究的な学び｣を通して、学校で学ぶことと社会との接続を意識し、一人ひとりの社会
的・職業的自立に向けた資質･能力を育み、キャリア発達を促すキャリア教育を実践しま
す｡

２ 信州を支える人材の育成

キャリア教育の充実

長野県・地域を学ぶ体験学習

新

新

新

新

新

新



事　　　業　　　内　　　容
予　算　額

[29年度予算額]

□ 少年自然の家の運営等 〔文化財・生涯学習課〕 2億8349万7千円
[ 1億8874万5千円]

○

○ 青年の家（須坂・松川）の施設移管に伴う補助金の交付

□ グローカル人材育成事業 〔教学指導課〕 2億1339万1千円
[ 2億3103万5千円]

○ スーパーグローバルハイスクール（SGH)指定校の運営

　指定校　　２校

○ 英語コミュニケーション能力向上事業

・ 留学促進支援事業

・ グローバル語り部派遣事業

・ 英語授業改善事業

・ 英語力・指導力・専門性向上事業

・ 外国語指導助手（ALT）配置事業

□ ＰＢＬプラットフォーム支援事業 〔教学指導課〕 825万3千円
[ 916万4千円]

○ ＰＢＬ活用支援事業

○ 信州グローバルユースセミナー（小布施サマースクール、松本アカデミア）

○ ＪＩＣＡグローバル・キャンプ

□ 科学教育推進事業 〔教学指導課〕 2935万9千円
[ 2524万5千円]

○ 科学オリンピアン養成講座

○ サイエンス・アソシエーション・プロジェクト

○ 信州サイエンスキャンプ

○ スーパーサイエンスハイスクール(SSH)指定校支援事業

○ アイデアを形に！「信州Makersキャンプ」事業

　小中学生を対象に、ＩＣＴや数学、科学、技術などの力を融合させ新たなアイデアを生
み出して形にする事業を実施

　信州に根ざし世界に通じる人材を育成するため、児童生徒の発信力やコミュニケーショ
ン能力を向上させる取組を推進します。

　留学経験者とのワークショップや講演会等を通じて、高校生の留学に対する意
識、気運を向上

　人文科学・社会科学分野等での先進的教育課程の開発・実践により、語学力ととも
に国際的素養を身につけ、将来的に政治、経済、学術等の分野で活躍できるグロー
バルリーダーを育成

 　大学生主宰団体と連携するプラットフォームの設立と、それを活用したＰＢＬ（課題
解決学習）の研究・実践

　外部団体等と連携し、高校生が校内外の学びの場に参加できる機会を提供します。

　短期留学生徒に対する支援金を支給

　 大学教授や海外経験のある大学生等が講師となりフィールドワーク、セミナー等に
よる探究活動を通じて、高校生のプレゼンテーション能力、課題解決力、発信力、語
学力等を育成

　　ＪＩＣＡ（国際協力機構）青年海外協力隊との連携による体験講座により高校生のグ
ローバルマインドを育成

　英語担当教員を対象とした民間の資格・検定対応セミナーや４技能型外部検定
セミナーの実施等

　小中高英語担当教員のスキル向上研修

　長野県の｢ものづくり｣･｢イノベーション｣を支え､けん引する科学技術人材を育成します｡

児童生徒の自然体験活動の拠点化に向けた「少年自然の家（望月・阿南）」の機能強
化

　指定管理者による効果的、効率的な運営を図りつつ、自然体験活動等を通して青少年
の健全育成を支援します。

世界につながる力の育成

新

新



事　　　業　　　内　　　容
予　算　額

[29年度予算額]

□ 道徳教育総合支援事業 〔教学指導課〕 591万4千円
[ 591万2千円]

□ 学校人権教育推進事業 〔心の支援課〕 47万4千円
[ 47万4千円]

□ 子どもから大人まで豊かなスポーツライフ創造事業（後掲） 〔スポーツ課〕

□ 新たな運動部活動支援事業 〔スポーツ課〕 96万円

□ 部活動指導員任用事業 〔スポーツ課〕 2441万6千円

□ 学校・家庭・地域全体で取り組む食育推進事業 〔保健厚生課〕

92万8千円
〔64万8千円〕

○ 栄養教諭・学校栄養職員の専門研修

○ 食料産業・６次産業化交付金（地域での食育の推進事業）

□ 「信州幼児教育支援センター（仮）」の設置に向けた調査研究事業 〔教学指導課〕 89万6千円

□ 幼児教育振興事業 〔教学指導課〕 27万4千円
[ 40万7千円]

□ 長野県版運動プログラム普及・定着事業（後掲） 〔スポーツ課〕

　長野県の幼児教育の振興を図るため、幼稚園新規採用教員研修等を実施します。

　すべての就学前児童が、質の高い幼児教育を受けられる体制を整備するため、「長野
県幼児教育振興基本方針（仮称）」を策定するとともに、「信州幼児教育支援センター
（仮）」の設置に向けた調査研究を行います。

　子どもたちに正しい食事のとり方や望ましい食習慣を身に付けさせ、心身ともに健全な
発達を促すため、家庭、地域との連携のもと、学校における食育を一層推進します。

　次期学習指導要領に基づく道徳の授業づくりのための指導資料の作成等道徳教育の
充実を図ります。

　部活動の充実と、教員の部活動指導の負担軽減を図るため、公立中学校への部活動
指導員の配置を支援します。

　学校人権教育研修会やファシリテーター研修会の開催等により教職員の人権感覚を
高めるとともに、指導力の向上を図ります。

　学校間の連携による合同部活動や地域スポーツ団体との連携による「ゆるスポ活動」の
取組を支援します。

３ 豊かな心と健やかな身体の育成

豊かな心を育む教育

体力の向上・健康づくり

幼児教育・保育の充実

新

新

新



事　　　業　　　内　　　容
予　算　額

[29年度予算額]

□ 信州型コミュニティスクール促進事業 〔文化財・生涯学習課〕 90万円
[ 140万1千円]

○ 信州型コミュニティスクールアドバイザーの重点派遣

○ 教員向け研修会の開催

○ 先進事例発表会や学校訪問による普及・啓発　

□ 学校評価の推進 〔高校教育課、特別支援教育課〕 421万1千円
[ 429万7千円]

○ 学校評議員の設置
構成員 保護者・地域住民等 ７人程度

実施校 県立高等学校及び特別支援学校

○ 学校自己評価、学校関係者評価 等

□ 中山間地域の新たな学びの創造事業 〔教学指導課〕 300万3千円

○ 中山間地域の新たな学び開発チームの設置

○ 中山間地域リーディング・スクールの設置

○ ＩＣＴ活用・遠隔授業の実施

□ 教員の資質向上・教育制度改善事業 116万4千円
〔教育政策課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課〕 [ 148万3千円]

○ コンプライアンス委員会及びコンプライアンスアドバイザーの設置・運営

○ 匿名性を担保した授業評価・学校評価の実施

○ 教職員通報・相談窓口の設置・運用

　小規模校での学校種、市町村を越えたエリア単位で連携・協働する学校づくりや、ＩＣＴ
を活用した最先端の学びを実現するため、中山間地域リーディング・スクールを指定し、
実践活動を通じて授業改善やＩＣＴ活用を研究します。

　地域に開かれた学校づくりを推進するため、県立学校に学校評議員を設置するほか、
学校評価の充実を図ります。

　学校と地域住民の協働による地域に開かれた信頼される学校づくりを推進するため、
保護者や地域住民が学校運営に参画し、学習支援や教育環境の整備などの教育活動
を支援する「信州型コミュニティスクール」を促進します。

　モデル市町村等での実践活動や先進的な取組を手掛けたコーディネーター・経験
豊富な教職員を、アドバイザーとして信州型コミュニティスクールの取組の充実を目指
す地域や学校へ派遣

　平成25年７月に策定した「信州教育の信頼回復に向けた行動計画」に基づき、信州教
育への信頼回復に向けた取組を推進します。

４ 地域との連携・協働による安全・安心・信頼の環境づくり

地域・家庭と共にある学校づくり

教員の資質能力向上と働き方改革

新



事　　　業　　　内　　　容
予　算　額

[29年度予算額]

□ 教職員研修事業 〔教学指導課、義務教育課、高校教育課、保健厚生課〕 8623万2千円
[ 8188万3千円]

○

○

○

○

○

○ 教員育成協議会

○ 採用前におけるわいせつ行為防止研修

□ 指導力不足等教員改善事業 〔教育政策課〕 36万1千円
[ 36万6千円]

□ 「チームとしての学校」スクール・サポート・スタッフ配置事業 〔義務教育課〕 7180万8千円

□ 部活動指導員任用事業（再掲） 〔スポーツ課〕

□ 教職員復職訓練・健康審査、研修事業 〔保健厚生課〕 173万7千円
[ 171万4千円]

□ 高等学校施設整備事業（再掲） 〔高校教育課〕

□ 高等学校校舎等計画改修事業（再掲） 〔高校教育課〕

□ 学校安全総合支援事業 〔保健厚生課〕 471万1千円
[ 747万円]

○ 特別支援学校への緊急地震速報システムの整備　３校

○

○ 安全教育に関する公開授業の実施

○ 学校安全点検ガイドリーフレット作成

　学校種・地域の特性に応じた地域全体での学校安全推進体制の構築を図るため、学
識経験者等の専門家を学校に派遣するほか、公開授業の実施等により近隣の学校との
連携を促進し、防災を中心とした学校安全の推進に取り組みます。

　教員の業務負担軽減を図り、児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を作
るため、授業以外の諸業務を補助的に行うサポートスタッフを一定規模以上の小中学校
に配置します。

在職10年目の教諭がこれまでの自分の実践を見返しながら専門性を高める「キャリア
アップ研修Ⅱ」

充実期の教員が学校の中核となる教員として専門性や人間性を高める「キャリアアッ
プ研修Ⅲ」

　精神神経系疾患による休職者等の職務能力の回復と円滑な職場復帰を図るため、復
職訓練事業を実施します。また、メンタルヘルス研修会、管理監督者のためのメンタルヘ
ルス相談事業により教職員の心の健康の保持増進を図ります。

学校等に派遣した学識経験者等のアドバイザーによる安全教育・安全管理について
の指導・助言

　有識者からなる判定委員会が客観的な視点のもとに、児童生徒に対する教育の責
任が果たせない教員を指導力不足等教員と判定し、研修の実施など適切な対応策を
講じることにより、教員の資質向上を図ります。

教員の養成・採用・研修を通じた一体的な改革の取組を推進するため、民間事業者
が持つ知見等を活用し研修プログラムを開発

新任教員が、教科指導や生徒指導について、基礎的・基盤的な力を身に付ける「初
任者研修」

在職５年目の教諭が学級経営、教科指導、生徒指導等に関わる専門性を高める
「キャリアアップ研修Ⅰ」

 　教員が各キャリアステージにおいて担う役割を明らかにするとともに、自らの職責や経
験、適正に応じて効果的、継続的に学び続けることができるよう、長野県教員育成指標
に基づき次の研修を実施します。

安全・安心・信頼の確保

新

新



事　　　業　　　内　　　容
予　算　額

[29年度予算額]

□ 安全・安心のための学校給食環境整備事業 〔保健厚生課〕 744万4千円
[ 732万3千円]

○ 給食用食材の事前検査　（約300検体/月）

□ いじめを許さない学校づくりの推進（後掲） 〔心の支援課〕

□ 性被害防止に向けた指導充実事業 〔心の支援課、保健厚生課〕 504万4千円

[ 736万9千円]

○ 子どもの性被害防止教育キャラバン隊の派遣

○ 教員の指導力向上

・ ネットを契機とする性被害防止のための指導方法等研修会（県内４地域）

・ 性に関する指導研修会

○ 指導者養成のための全国研修会への教員派遣　 ７人

○ ホームページを活用した指導資料の提供

○ 啓発対象者に応じた「性被害防止教育啓発リーフレット」の作成

　啓発対象：高校１年生、中学校１年生、特別支援学校高等部１年生

□ いじめを許さない学校づくりの推進 〔心の支援課〕 3億346万9千円
[ 2億6345万4千円]

○ 「いじめ防止子どもサミットＮＡＧANO」開催事業

実施内容　　小・中学校ごとの取組発表、いじめ防止メッセージの提言等

○ 高校生インターネット適正利用推進事業

高校生ＩＣＴカンファレンス長野大会の開催

参加対象：県内高校生（10校　40人程度）

○ スクールカウンセラー事業

・ すべての小・中学校 一定時間配置

・ 高校、特別支援学校 要請に応じて教育事務所から派遣

・

　学校給食に対する安全の再確認と保護者等のさらなる理解と安心を図るため、県内の
学校給食で使用する食材の放射性物質検査等を実施します。

　 外部講師（医師、助産師等専門家）派遣研修　学校等15か所

　 学校種別ごとに対応した実践研修　８回（H29：４回）

参加者　 　　小・中学生、保護者、学校職員　約100人

小・中学校・高校にモデル校を指定し、課題を抱える子どもの早期発見や予防的取
組を新たに実施

　インターネットやスマートフォン等の利用に伴う様々な問題を防止するため、高校生
が情報モラルについて自ら考え、自主的にインターネット利用のルールづくりが行な
えるよう支援することにより、インターネットの適正利用を推進

　児童生徒が安心して学校生活を送り、学習に取り組めるよう、児童生徒の悩みを早
期に発見し、適切かつ迅速に対応できるスクールカウンセラー（臨床心理士等）を配
置し、学校内における相談体制を充実します。

　子どもの性被害防止のため、学校外の人材を活用した指導を推進するとともに、児童
生徒が性に関する正しい知識を習得し、自己や他者を尊重して健康な生活を送ることが
できる資質・能力を養うため、学校における性に関する指導の充実を図ります。

　派遣先：県立高校１学年、私立高校等、公立中学校（拠点校）、特別支援学校高等
部

　いじめ、不登校等生徒指導上の諸課題に対して、未然防止や早期発見・早期対応に
必要な支援及び相談体制の充実を図ります。

　児童生徒がいじめを自らの問題として捉え、いじめの未然防止に主体的に取り組む
意識を醸成

　 専門研修　全県１回

５ すべての子どもの学びを保障する支援

いじめ・不登校等悩みを抱える児童生徒の支援

〔拡〕

〔拡〕
新

新



事　　　業　　　内　　　容
予　算　額

[29年度予算額]

○ スクールソーシャルワーカー活用事業

・ スクールソーシャルワーカーの配置  　30人分　 (H29:24人分)

○ 子どもの自殺対策推進事業

・ コミュニケーション力向上と人間関係づくりを目的とした講師派遣

高等学校20校×２回

・
モデル校　中学校30校、高等学校12校、希望する小学校20校

・

□  学校生活相談体制充実事業 〔心の支援課〕 1172万8千円

[ 1173万5千円]

□ 特別支援教育充実事業 〔特別支援教育課、義務教育課、高校教育課〕 9億6872万5千円
[ 7億5374万1千円]

○ 社会自立支援担当教員等の増員　

（H26～H29：自立活動担当教員の増員　計80人増）

○ 専門職員の配置

・ 学校介助職員の配置　20人（H26から引き続き配置）

・

○ LD等通級指導教室担当教員の配置

・

・

□ 特別支援学校就労支援総合事業 〔特別支援教育課〕 2128万円
[ 1587万3千円]

○ 特別支援学校における技能検定の実施校拡大　11校　（H29：４校）

○ 特別支援学校への就労コーディネーターの配置　５人　（H29：４人）

□ 特別支援教育就学奨励費事業 〔特別支援教育課〕 3億3745万2千円
[ 3億2725万5千円]　特別支援学校に通う児童生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、就学に必要な

経費を支給します。

　いじめや不登校など児童生徒が抱える悩みを相談できる電話相談窓口を設置し、学校
生活に関する様々な問題の改善を図るともに、児童生徒が命の尊さを感得する人権教
育を行い、いじめ等の未然防止を図ります。

県立高校２校にLD等通級指導担当教員を配置　２人

　小・中学校、高校に在籍する特別な支援を必要とする発達障がいのある児童を対
象に教育を行う教員を配置

　特別支援学校高等部生徒の「働きたい」という意欲を育て、「働く力」を高めるための就
労支援を充実させることによって、一般企業への就職を希望する生徒の卒業後の社会
自立・社会参加を支援します。

　特別支援学校や小・中学校、高校における特別支援教育の専門性や教師の支援力の
向上を図り、障がいのある児童生徒の自立と社会参加に向けた力の育成に努めます。

小・中学校へのLD等通級指導担当教員の配置　50人　（H29：39人）

「ＳＯＳの出し方教育」の推進

　子どもたちが、いのちや暮らしの危機に直面したとき、誰にどうやって助けを求め
ればよいかの具体的・実践的な方法を学ぶ教育を推進

　特別支援学校における障がい特性に応じた専門的な教育の充実し、キャリア教育
や高校特別支援教育への支援、寄宿舎の安全管理体制を強化するため、社会自立
支援担当教員等を20人増員

理学療法士（PT)・作業療法士（０T)・言語聴覚士（ST)による現場教員への実践指
導

子どもの悩みを的確に把握し、その解決を図るための実践研究

　教員や子ども自身が心の危機のサインを理解し、適切に対応できるように自殺予防
の取組を支援

　いじめ、不登校、暴力行為などの背景にある家庭的な問題に対応するため、社会福
祉や精神保健福祉の専門家であるスクールソーシャルワーカーを配置し、地域や専
門機関等と連携して困難を抱える児童生徒を取り巻く環境を改善

特別支援教育の充実

〔拡〕

〔拡〕

〔拡〕
新

〔拡〕

〔拡〕



事　　　業　　　内　　　容
予　算　額

[29年度予算額]

□ 医療的ケア体制整備事業 〔特別支援教育課〕 7178万1千円
[ 6772万9千円]

○ 配置校 17校　　31.76人　（H29：30人）

○ 医療的ケア研修の実施、指導医の派遣による教職員の資質向上

□ 特別支援学校整備事業 〔特別支援教育課〕 5億9434万2千円
[ 6億6147万6千円]

○ 中信地区特別支援学校再編整備事業

松本ろう学校教室・寄宿舎増設及び既存棟改修　等

○ 特別支援学校施設計画整備事業

16校28か所　（H28：17校57か所　　H29：17校48か所）

○ 学習環境改善事業

□ 特別支援学校におけるタブレット端末を利用した教育活動 〔特別支援教育課〕 608万3千円
[ 699万2千円]

□ 日本語が不自由な生徒のための高校生活支援事業 〔高校教育課〕 309万5千円
[ 307万5千円]

配置校　　県立高等学校  20校　（延べ1,030時間）

□ 外国籍等児童生徒指導研修事業 〔教学指導課〕 14万4千円
[ 14万4千円]

研修会開催　４地区×２回

□ キャリア教育推進事業（再掲） 〔教学指導課〕

□ 放課後子ども教室推進事業 〔文化財・生涯学習課〕 2080万6千円
[ 2424万1千円]

事業実施主体　市町村

補助率 2/3 以内

○ 放課後子ども教室　　38市町村

○ 土曜日等の教育支援活動　　６市町村

　外国籍等児童生徒の指導に携わる教員等を対象に、指導方法等について研修会を開
催し、指導力の向上を図ります。

　高校に在籍する日本語が不自由な外国籍生徒及び帰国子女が、日本の高校生活に
速やかに適応できるよう、各高校に生活支援相談員を配置して支援します。

　多目的トイレの設置率が低く早急な対応を必要とする学校に多目的トイレを整備
　５か所

　特別支援学校に看護師を常駐配置し、痰の吸引などの医療的ケアを必要とする児童
生徒が安全かつ安心して学べる教育環境づくりを推進します。

　特別支援学校に導入したタブレット端末を活用し、効果的な教育活動を展開します。

　「中信地区特別支援学校再編整備計画」を推進するとともに、老朽化した学校施設の
改修及び設備の更新を計画的に行い、教育環境の向上を図ります。

　土曜日等に地域の自然と文化を学ぶ活動などを体系的・継続的に実施する地域の
教育活動を支援

　放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用して、子どもたちが安全で健やかに過
ごすことのできる居場所づくりを推進するとともに、学習習慣が十分には身についていな
い中学生を対象とした学習支援の取組を推進します。

　小学校の余裕教室等を活用し、子どもたちが健やかに育まれる居場所づくりを推進

多様なニーズを有する子ども・若者への支援

学びのセーフティネットの構築

〔拡〕



事　　　業　　　内　　　容
予　算　額

[29年度予算額]

○ 地域未来塾　　19市町村・学校組合

□ 高校生等奨学給付金給付事業 〔高校教育課〕 5億4529万5千円
[ 5億8251万4千円]

□ 高等学校等就学支援金交付事業 〔高校教育課〕 44億5349万8千円
[ 46億4418万2千円]

○ 就学支援金の支給（県立高等学校分）

支給要件：市町村民税所得割額 304,200円 (年収910万円程度) 未満の世帯

　支給金額：授業料相当額(全日制の場合年額118,800円以内)支給金額：授業料相当額(全日制の場合年額118,800円以内)

□ 高等学校奨学金等貸付事業 〔高校教育課〕 1億5691万3千円
[ 1億6180万2千円]

奨学金貸与月額　　公立：18,000円　　私立：30,000円

□ 生涯学習推進センター事業 〔文化財・生涯学習課〕 1494万4千円
[ 1472万9千円]

○ 指導者養成講座の拡充

○ 公民館活動を支援する専門アドバイザーの派遣
　市町村の公民館活動を支援するため専門アドバイザーを派遣

□ 県立長野図書館事業 〔文化財・生涯学習課〕 2億1416万5千円
[ 2億1173万7千円]

○ 図書館改革事業

・ 「信州・学び創造ラボ」の整備
・ 小学生から大学生向けの科学技術関連資料の集中整備
・ 信州に関する情報の一元的検索・相互活用を可能とするデジタル情報基盤の検討

・ 「これからの図書館フォーラム」の開催

□ 県立歴史館事業（後掲） 〔文化財・生涯学習課〕

　向学心を有しながら経済的理由により修学が困難な高校生に奨学金や遠距離通学費
を無利子で貸与し、修学の促進を図ります。

　公立高等学校の授業料に係る経済的負担の軽減を適正に行うことにより、教育の機会
均等を図り、公立高等学校における修学を支援します。

　家庭での学習が困難であったり学習習慣が十分身についていない中学生に対し、
地域の方の協力による学習支援を実施

　県内の公共図書館が、情報・知識基盤社会における多様な県民の知の拠点としての
役割を果たすため、中核となる県立図書館の専門性・ネットワーク力を強化し、様々な情
報を活かした新しい図書館づくりを進めます。

　公立高等学校の教育に係る経済的負担を軽減する必要があると認められる者に対し
て、授業料以外の教材費、学用品費等に充てるための給付金を支給します。

　県民が生涯にわたって学び、地域の課題解決を主体的に担う生涯学習・社会教育活
動を支援するため、公民館・社会教育に係る指導者層の企画立案力や事業展開力の向
上など人材育成を推進します。

　全国一を誇る公民館の活動支援を強化するため、ブロック別の公民館・社会教育に
係る研修や市町村と協働した実践型講座を開催

６ 学びの成果が生きる生涯学習の振興

共に学び合い、共に価値を創る「みんなの学び」の推進

新

新



事　　　業　　　内　　　容
予　算　額

[29年度予算額]

□ 「信州・ｗｅｂカレッジ（仮称）」創造事業 〔文化財・生涯学習課〕 38万5千円

□ 社会人権教育推進事業 〔心の支援課〕 672万2千円
[ 671万円]

○ 人権教育総合推進地域、人権教育研究指定校による人権教育の実践的研究

○ 人権をテーマとした学習講座を実施する市町村に対して助成

補助率　1/2以内（補助限度額　１講座当たり25,000円）

○ 社会人権教育に関する研修会・研究協議会等の開催

□ みすずかる信濃の文化振興事業（再掲） 〔教学指導課〕

□ 文化財修理及び防災事業 〔文化財・生涯学習課〕 8728万円
[ 8973万円]

事業主体　文化財所有者等

補助率　　 国指定文化財：国庫補助残の1/2以内

　　 　　　　 県指定文化財：事業費の2/3以内

□ 文化財レスキューマニュアル策定事業 〔文化財・生涯学習課〕 44万4千円
[ 8万9千円]

□ 県立歴史館事業 〔文化財・生涯学習課〕 2億4547万7千円
[ 1億7852万3千円]

○ お出かけ歴史館（県内各地の小中学校や公民館などへの出前講座）の実施

○ 信州学ブックレットの発行

○ 信州ゆかりの「人」にスポットライトを当てた企画展「田淵行男展」（仮称）の開催

○ 信州の縄文文化を発信する秋季企画展「信州の黒曜石文化」（仮称）の開催

　県民の共有財産である文化財の適切な保存・活用を図り後世に継承するため、所有者
等が行う文化財の修理・防災に要する費用の一部を助成します。

　県立歴史館を「来館型」から「地域貢献型」施設へ転換するため、歴史を学ぶことから
未来を考える地域活動の支援や地域活性化に活きる情報発信、地域課題を捉えた調査
研究等に取り組みます。

　県民が生涯にわたり学び、主体的に考える力を身に付けるため、学びたい人が学びた
い時に学ぶことができるオンライン上の学習プラットホームの構築を検討します。

　後世に残すべき貴重な文化財を災害から守るため、地域の文化財の所在地等をもとに
文化財レスキューマニュアルを作成するとともに、レスキュー作業に必要な資材等を整備
します。

　全ての人が支えあい、共に生きる社会の実現をめざし、様々な場を通じた人権教育・啓
発により、人権意識の高揚を図ります。

社会的課題に対する多様な学びの機会の創出

７ 潤いと感動をもたらす文化とスポーツの振興

文化財の保護・継承、活用

文化芸術の振興

新



事　　　業　　　内　　　容
予　算　額

[29年度予算額]

□ 子どもから大人まで豊かなスポーツライフ創造事業 〔スポーツ課〕 920万2千円

〔976万7千円〕

○ 総合型地域スポーツクラブ活動推進事業

○ 地域スポーツ拠点マルチ化事業

○ 信州チャレンジスポーツＤＡＹ2018の開催

○ 長野県版運動プログラム普及・定着事業

□ 長野県アスリート就職支援事業 〔スポーツ課〕 87万5千円
[ 92万円]

○ 情報サイトの運営

○ 説明会の開催

□ 冬季国際大会開催事業 〔スポーツ課〕 700万円
[ 3000万円]

□ 県立武道館建設事業 〔スポーツ課〕 11億6839万2千円
[ 1億3720万円]

□ 競技力向上事業 〔スポーツ課〕 9755万8千円
[ 1億148万8千円]

○ 競技団体が実施する競技者の育成・強化、指導者養成への支援

○ オリンピックなど今後の国際大会での活躍が期待される競技・選手の育成を支援

○ 選手のコンディショニング調整等のマルチサポート

○ ジュニア選手の育成・支援

○ 未来を担う競技者の発掘・育成

□ 第82回国体に向けた競技力向上特別対策事業 〔スポーツ課〕 1559万6千円

○ 競技力向上対策本部の設置

○ ジュニア期の選手の発掘・育成を強化

□ 第82回国民体育大会及び第27回全国障害者スポーツ大会開催準備事業 〔スポーツ課〕 637万円
[ 317万2千円]

[※29年度９月補正]

　親子で様々なスポーツに触れることのできるイベントを開催

　「キッズ運動遊びどこでもゼミナール」や「体つくり運動」実技講習会を開催

　2027年に本県で開催予定の第82回国民体育大会において、県民の期待に応え開催
県としてふさわしい成績を収めるため、選手強化を図ります。

　子どもから大人まで生涯にわたって適性や目的に応じて運動やスポーツに親しむス
ポーツライフを創造できるようにするため、総合型地域スポーツクラブ等と連携して地域
におけるスポーツ環境の充実を図ります。

　総合型地域スポーツクラブの活動を、外部指導者の派遣等により支援

　国民体育大会等の全国大会やオリンピック等の国際大会で活躍が期待される県内選
手の育成・強化、指導者の養成及び練習環境の整備等により競技力の向上を図ります。

　2027年の両大会の開催に向けて、平成29年12月に設置した準備委員会を中心に準
備を進めます。

　公民館や文化施設等における地域スポーツ活動の取組を支援

　地域スポーツの振興を図るため、アスリートと県内企業との双方向型就職マッチングシ
ステムを構築し、長野県での競技継続を希望するアスリートの県内企業への就職を促進
します。

　ウインタースポーツの更なる振興を図るため、白馬ジャンプ競技場での開催が予定され
ているＦＩＳサマーグランプリジャンプ白馬大会を支援します。

　本県の武道振興の中核的拠点となる県立武道館の建設を行います。

スポーツの振興

新


